
第８回産科医療補償制度運営委員会速記録 

                      日時：平成２３年 ７月 ６日（水） 

○山田部長 事務局でございます。委員会を開始いたす前に資料の確認をお願いいたしま

す。 

 まず委員の出欠一覧がございます。 

 それから、第８回運営委員会次第及び議事資料がございます。 

 それから、資料といたしまして資料１～４までと参考資料がございます。 

 資料１でございますが、補償対象件数と申請可能月数の考え方でございます。 

 資料２でございますが、原因分析に関するアンケート（保護者用）でございます。 

 資料３でございますが、原因分析に関するアンケート（分娩機関用）でございます。 

 資料４でございますが、重度脳性麻痺児の予後に関する医学的調査報告書でございます。 

 参考資料といたしまして、第１回産科医療補償制度再発防止に関する報告書（案）でご

ざいます。 

 落丁等ございませんでしょうか。 

 

１．開会 

○山田部長  それでは、定刻になりましたので、ただいまから第８回産科医療補償制度運

営委員会を開催いたします。 

 本日の委員の出席状況につきましては、お手元の出欠一覧のとおりでございます。 

 会議に先立ちまして、委員の交代がございましたので、ご紹介申し上げます。まず、大

井委員の後任として、昨年９月にご就任いただきました大濱紘三委員でいらっしゃいます。 

○大濱委員 大濱です。よろしくお願いいたします。 

○山田部長 続きまして、本年７月から新しくご就任いただきました委員をご紹介申し上

げます。坂本委員の後任で福井トシ子委員でいらっしゃいます。 

○福井委員 福井でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○山田部長 なお、辻本委員の後任として同じく本年７月にご就任いただきました山口委

員は本日ご欠席でいらっしゃいます。 

 なお、田中委員からは15分程度、それから今村委員からは30分程度、岡本委員からは１

時間程度到着が遅れる旨の連絡をいただいております。 

 まだ何人か遅れていらっしゃる委員の方もいらっしゃいますが、これから議事の審議に
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入りたいと思います。 

 それでは、議事進行をこれより上田委員長にお願い申し上げます。 

○上田委員長 本日はご多忙のなか、お集まりいただきまして、まことにありがとうござ

います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 冒頭事務局から委員の交代についてご紹介させていただきましたが、これまでこの運営

委員会の委員としてご活躍いただきました辻本好子様が、大変残念なことに本年６月にご

逝去されました。これまでのご高配に厚く御礼を申し上げますとともに、謹んでお悔やみ

を申し上げます。 

 本日の議事は、お手元の次第のとおり、第１番目の第７回運営委員会の主な意見につい

てから、第７番目の制度収支状況について、最後に、その他、このように審議を用意して

おります。これからの議事につきまして、ぜひ皆様方からご意見を賜りたいと存じますの

で、どうかよろしくお願いします。 

 それでは、早速、議事に入ります。 

 まず、初めに、議事の第１の第７回運営委員会の主な意見について、事務局より説明を

お願いいたします。 

 

２．議事 

 １）第７回運営委員会の主な意見について 

○後理事 それでは、本日の資料本体、議事次第が入っている資料ですが、それをめくっ

ていただきまして１ページ目と２ページ目で第７回運営委員会、これは昨年12月８日でご

ざいました。そこでいただきました主なご意見について、あるいはそのうちの幾つかにつ

いてはその後の対応についてご説明申し上げます。 

 １ページ目のまず上の(1)原因分析の実施状況等についてご意見がございました。 

 １つ目の○ですけれども、原因分析報告書別紙の「家族からの質問に対する回答」があ

りますが、そこに回避可能性を記載することについて、原因分析委員会の決定事項という

のがありますが、その委員会と並列したここの運営委員会で議論すべきでないのであれば、

運営組織の理事会等で議論してほしいというご意見がありました。その後の対応は後ほど

申し上げます。 

 次に、２つ目から４つ目の○までが関連しておりまして、まず２つ目の○ですが、原因

分析委員会における報告書の結果が「条件付承認」と「再審議」ばかりである。「承認」
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というのがなかったんですが、その「条件付承認」と「再審議」ばかりであるので、委員

会と部会の考え方にギャップがあるのではないか。喫緊の課題ではないが、論点整理や部

会長か部会委員に出席いただき、ギャップを埋める役割を果たしてもらいたいというご意

見がありました。これにつきましても、原因分析の議事のところで、実はギャップが減っ

てきておりますので、その状況をご説明します。 

 次の○ですが、本委員会に出席する部会長には、全件の審議を見てもらうことをお願い

してはどうかというご意見。 

 それから次の○で、報告書を部会と本委員会で２回審議する形は、件数が500件になった

ときには不可能に近い。将来的な課題として、基本的には部会に任せ、あまりにも違うも

のだけ本委員会で調整する形を検討してほしいというご意見がありました。 

 その次の最後の○は、報告書を執筆するレポーターの先生方の対価について相応の対応

をお願いしたいというご意見がございました。 

 続いて(2)再発防止の検討状況等についてでございます。 

 その下の○の１つ目は、再発防止策は教育機関に還元してほしいというご意見。 

 次の○が、重大な警鐘的事例は素早く対応してほしいというご意見。 

 ３つ目の○が、再発防止報告書がまとまったら、記者クラブで内容を説明する等、丁寧

に発表してほしいというご意見がございました。 

 (3)重度脳性麻痺児の予後に関する医学的調査についてでございます。 

 その下の１つ目の○ですが、沖縄県の小児科医から、本制度を小児科医にもっと周知し

たほうがいいという意見がありましたが、2009年以降出生の児と、この2009年というのは

制度が開始した平成21年のことでございます。2009年以降出生の児とそれ以前、制度がな

い時期になります。それ以前では状況が違うので、周知は難しいというご意見でした。 

 ２つ目の○で、同じく小児科医から、脳性麻痺の診断を保護者に伝えることには心情的

に躊躇されるという意見があった。脳性麻痺の診断は先送りにされる傾向にあり、申請が

行われるまで一定期間を要するので、申請の年齢をもう少し長くすることを検討すべきで

あるというご意見がありました。 

 一番下の○ですが、療育施設に入所している児の４割ぐらいが、低出生体重児に特有の

脳室周囲白質軟化症の結果であると思われる。成熟児の脳性麻痺と、低出生体重児にある

程度やむを得ず発生した脳性麻痺児についてのデータがわかるとありがたい。 

 次の○が、日本小児神経学会に密に連携してほしいというご意見がありました。 
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 (4)その他でございますけれども、最初の２つが関連しておりまして、１つ目の○は、制

度から補償金を払うべきでないものが払われるという、モラルハザードを第三者的に担保

するのが調整委員会であると認識しており、調整委員会の諮問の手続きは皆で考え、コン

センサスを得てほしいというご意見に対して、２つ目の○ですが、別の保険で支払われる

過失がある場合は、求償して補償金を返還してもらう仕組みで、保険のモラルハザードは

起こり得ない。調整委員会は重大な過失が明らかである場合に検討を行う役割であり、モ

ラルハザードとはそもそも異なるというご意見がありました。 

 ３つ目の○ですが、調整委員会は重大な過失が明らかと思料されるときのみ法的な確認

を行う、いわば伝家の宝刀であるというご意見がありました。 

 その下の２つの○が関連しておりまして、調整の枠組みとして、法的な検討をしてほし

いという保護者の要望に対応する余地がないか議論してほしいというご意見に対して、準

備委員会で、運営組織は法的な判断はしないという結論が出ていたと理解しており、議論

を蒸し返すべきではない。法的な責を問うのであれば、ＡＤＲ等の手段を利用することに

なるというご意見がございました。 

 最後に、冒頭の１ページ目の一番上の○のご意見に対するその後の経過でございますが、

昨年12月の委員会で、その１つ目の○のご意見が出ました。そのご意見を踏まえまして、

私ども医療機能評価機構の運営会議におきまして、この運営会議と申しますのは、理事長、

副理事長、専務理事、それから事業を所管している理事からなる会議ですけれども、その

場で本年１月７日と１月21日の２回にわたり本件について議論しております。議論の結果、

運営会議としましては、原因分析委員会の方針どおりに進めるということとなりました。 

 以上、ご報告を申し上げます。以上です。 

○上田委員長 前回の委員会でいただいた主な意見につきまして、ただいまの説明があり

ましたが、この点よろしいでしょうか。 

○飯田委員 今の最初の○の件ですが、機関決定したのであれば、それで結構です。 

 ただ、私が申し上げたのは、原因分析委員会の原因分析の内容に関する議論をここでや

ろうと言ったのではなくて、運営に関する事項なのでここで議論していただきたいと言っ

たのですが、それはできないということであったので、それでは機関決定していただきた

いと。機関決定したのであれば、それは結構ですが、全体の見直しの時期がありますので、

そのときには再度検討していただきたいと思います。それはぜひお願いいたします。 

○上田委員長 ご意見ということで承ります。ほかはよろしいでしょうか。 
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 ご紹介の際にまだ出席されておられませんでしたが、この７月から新しくご就任された

伊藤委員の後任で田中慶司委員がいらっしゃっています。ご紹介いたします。 

○田中委員 田中でございます。遅参してすみませんでした。よろしくお願いします。 

○上田委員長 やはり、同じく７月から新しくご就任されました五阿弥委員の後任で保高

芳昭委員がいらっしゃっております。ご紹介いたします。 

○保高委員 遅れて申し訳ございません。よろしくお願いします。 

○上田委員長 ありがとうございました。 

 それでは、議事２番目の産科医療補償制度の動向について、まず事務局より説明をお願

いします。 

 

 ２）産科医療補償制度の動向について 

○後理事 それでは３ページをよろしくお願いいたします。３ページ、４ページです。 

 ３ページの一番上の大きな片括弧の産科医療補償制度の動向についてでございます。そ

の下のまず(1)制度加入状況でございます。 

 ○の１つ目ですが、制度加入状況は下の表のとおりということでございまして、この表

１の四角を見ていただきますと、病院は100％、診療所が99.6％、助産所が99.5％の加入で、

合計で99.7％の加入ということになっております。未加入機関は、診療所が７つ、助産所

が２つで、合計９カ所、未加入９カ所という状況になっております。 

 そして２つ目の○ですけれども、産婦人科医会、助産師会のご協力により、未加入分娩

機関に加入を呼びかけまして、未加入機関は前回の会議で14施設ございましたが、今、申

しました９施設に減少したという状況でございます。 

 それから(2)妊産婦情報登録状況でございます。 

 その下の１つ目の○ですが、本制度は分娩予定の妊産婦情報をあらかじめ制度の専用Ｗ

ｅｂシステムに登録し、分娩が終了後、分娩済等へ情報更新を行う仕組みとなっておりま

す。これについて少し補足しますと、大体一般的な例ですと、５カ月ごろに妊産婦情報の

登録をいたします。情報といいますのは、氏名や生年月日はもちろんですけれども、分娩

の予定日ですとか、赤ちゃんの数であるとか、そういうものも登録します。同時にその段

階ではまだ分娩が終わっておりませんので、データは分娩前という表示になっております。

これが分娩が終わったら分娩済という項目に選択し直してもらうと、これを情報の更新と

呼んでおります。 
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 ２つ目の○ですけれども、平成22年１～12月の妊産婦登録状況が表２のとおりでござい

ます。まず、表２のなかのちょうど②のところですけれども、更新未済件数が０件となっ

ておりまして、これは昨年のちょうど今ごろの６月ぐらいの会議では680件余りありました。

これは更新すべき事例を、つまり分娩済の事例をきちんと更新していただくと。分娩が終

わっていれば「済」、あるいはそれ以外の事例であれば「転院」ですとか「不明」ですと

か選択できますが、そういったことで更新をしていただくという努力を続けまして、本日

の会議の段階ではゼロ件という状況でございます。 

 なお、昨年同様人口動態統計の確定数が出る９月ごろに妊産婦情報の登録漏れがないか

を確認・検証する予定となっております。続いて４ページにまいります。 

 ４ページは、(3)東北地方太平洋沖地震の被害に係る特例措置でございます。 

 まず○の１番ですけれども、本年３月の東北地方太平洋沖地震で被害を受けた分娩機関

に対して、本制度の掛金払込等に係る特例措置を実施する旨の案内文書を、産婦人科医会

と運営組織との連名で、３月18日にホームページに掲載しております。 

 そして２つ目の○ですが、その後、特例措置の詳細、内容の詳細を確定させまして、そ

してシステム改修が必要だったものですから、コンピューターシステムを直しまして、シ

ステム手当てを実施して、そして３月25日に該当地域の分娩機関、該当地域と申しますの

は、東京を除く災害救助法適用市町村に所在する260ぐらいの施設がありますが、そこに案

内状を出して、ホームページにも特例措置の概要を掲載いたしました。 

 特例措置の内容は、まず、１つ目が、３月から５月の分娩の掛金の支払いが困難な分娩

機関については、払込時期を一定期間延期するということが１点目。２点目が、事務手続

きに関して困ったことがあれば、コールセンターで相談を受け付けると。その後、本当に

困って実務が進まなければ、運営組織で代行した部分もございます。 

 ３つ目の○ですが、掛金払込に係る特例措置について、９施設の分娩機関から申請がご

ざいました。そして、その措置を適用したということでございます。 

 申し遅れましたが、このような被害に遭われました分娩機関、そして被災地の皆様に心

よりお見舞い申し上げます。 

 (4)でございます。廃止時等預り金でございます。 

 １つ目の○ですけれども、本制度は、廃止時等預り金として１分娩当たり100円を徴収し

ております。 

 ２つ目の○ですが、その預り金は、分娩機関の廃止ですとか、あるいは破産等の事由に
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より、その後運営組織が未回収の掛金の回収努力を行ったにもかかわらず回収が困難であ

ると判断された場合に限り、未収掛金に充当できるということにしておりまして、この預

り金は運営組織のなかで厳正な区分管理を行っております。 

 ３つ目の○ですが、平成22年12月までに、破産手続を行った１分娩機関がありまして、

その未収掛金46万2,000円です。債権者として機構が受領しました配当金は除きます。この

46万2,000円について、本預り金から充当いたしました。なお、当該分娩機関は、廃止に伴

い制度脱退済みでございます。 

 最後の○ですが、本預り金は、今後も適切な管理および未収掛金への充当を行っていき

ますが、必要に応じて徴収額、この100円の見直し等を検討することとしております。以上

です。 

○上田委員長 それでは、ただいまの説明につきまして、何かご質問・ご意見ございます

でしょうか。いかがでしょうか。特によろしいでしょうか。はい。 

 そうしましたら、次に、第３番目の審査および補償の実施状況等について、まず事務局

より説明をお願いします。 

 

 ３)審査および補償の実施状況等について 

○後理事 次に、５ページから９ページまで、少し長くなりますが、簡単にご説明させて

いただきます。 

 3)審査および補償の実施状況等についてで、(1)審査の実施状況、最も新しい状況でござ

います。 

 アで、審査委員会および異議審査委員会の開催状況でございまして、その下の○にござ

いますように、第７回運営委員会、昨年12月、これが前回の会議です。それ以降の審査委

員会の開催状況と審議結果は以下のとおりということでございまして、この表の縦の列を

見ますと、一番左の列が委員会とその開催日になっております。前回までに報告が済んだ

ものはまとめて上から２番目の行ですが、第２回から第15回まとめて掲示しております。 

 左から２番目の列は、児の生まれた年、これが保険年度に当たります。平成21年か22年

ということになります。 

 それから次が審査件数です。 

 そして、一番右が審査結果になりますが、これがその内訳が幾つかの区分に分かれてお

りまして、まず、１つ目が補償対象。これが最も件数が多くなっております。補償対象。
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２つ目が補償対象外です。この補償対象外がさらに２つに分かれておりまして、今後もず

っと補償対象外となる補償対象外と、それから審査時点では時期が早過ぎるので判定でき

ず将来申請可能ですという、再申請可能という区分があります。この２つの区分からなっ

ております。それが補償対象外です。そして一番右側が、継続審議です。これは追加資料

などが必要で、それを求めている間は継続ということになるものです。 

 そして、合計の値ですが、これは次のページにまた出てまいりますので、改めて次のペ

ージでご説明します。 

 そして次に、５ページの一番下にありますように、異議審査委員会を開催しております

ので、その開催状況と審議結果について申し上げます。 

 ６ページの表４でございますけれども、異議審査委員会の審議結果という表になってお

ります。ここにございますように、４月１日に異議審査委員会を１度開いております。１

回開いております。第１回は、異議審査委員会の要領ですとかそういうことの確認でした

ので、実質審議したのが第２回目が初めてということになります。そのときの審査件数は、

ごらんのように３件になっております。平成21年生まれのお子さんの分だということでご

ざいます。 

 そして、異議審査委員会の審査結果ですけれども、補償対象になったものが１件ござい

ます。それから、補償対象外になって再申請は可能であるという区分の補償対象外が１件

ございます。それから、現在も継続審議になっているものが１件あるという状況でござい

ます。 

 このような審査委員会と、それに引き続く異議審査委員会との両方の件数を足し合わせ

た表が、その下の表５になっております。表５のなかで合計欄、総計と書いてありますが、

そこをごらんいただきますと、表５の一番下の行になりますけれども、総計で審査件数は

これまで191件になっております。そして補償対象となったものが、178件でございます。

９割以上ということになります。それから補償対象外が12件ありまして、ずっと補償対象

外だというものが６件、それから再申請は可能だというものが６件あります。そして継続

審議が１件という状況になっております。 

 続きまして、一番下の黒い太い括弧がございまして、補償対象外事案の状況とございま

す。補償対象外になりましたのは13件ありましたので、それについてその状況をより詳し

くご説明申し上げます。 

 １つ目の○ですが、審査委員会で補償対象外とされた事案は13件ございました。その内
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訳ですけれども、まず、そのうち５件が先天性要因または児の新生児期の要因によって発

症した脳性麻痺であるとされたため、約款に基づき補償対象として認定しなかったもので

ございます。 

 それから、次に２件です。そのほかの２件は、在胎週数28週以上の個別審査におきまし

て補償対象基準を満たさないとされたために、約款に基づき補償対象として認定しなかっ

たものでございます。 

 そして２つ目の○ですが、残りの６件です。これで５件、２件、６件で13件になります

が、その他の６件につきましては、審査時点では将来の障害程度の予測が難しく補償対象

と判断できないが、適切な時期に再度診断が行われること等により、将来補償対象と認定

できる可能性があるとなったものです。この結果は、児の保護者、それから分娩機関に丁

寧に説明を行っておりまして、再度診断がなされて再申請が行われるということもありま

すので、そのときは審査委員会で改めて審査を行うことにしております。 

 ７ページにまいります。 

 不服申立および異議審査の状況につきまして、これも黒い太い括弧の部分ですが、この

内容につきましてより詳しくご説明申し上げます。先ほどの異議審査委員会の内容でござ

います。 

 ○の１つ目ですけれども、審査委員会で補償対象外とされた事案のうち、それが13件で

ありましたが、これまで３件につき補償対象者から不服申立が行われております。そして

異議審査委員会で審議が行われました。その結果、補償対象ということで結論が変わった

事案が１件、それから審査委員会の結論と同じで、補償対象外ですけれども再申請は可能

とされた事案が１件ございました。残りの１件は継続審議中です。 

 ２つ目の○ですけれども、異議審査委員会で補償対象とされた１件ですけれども、これ

は新生児期に起きた呼吸停止が分娩の影響と言えるか否かを中心に、審査委員会、異議審

査委員会ともに事例の経過ですとか病状を基に十分時間をかけて慎重に議論しております。

まず、審査委員会では、新生児期に分娩とは無関係に生じた呼吸停止であると考えられる

として補償対象外となった経緯でございます。 

 一方、異議審査委員会ではいろいろ意見がございましたが、最終的には呼吸停止が新生

児期と新生児期に分娩とは無関係に発生したと、そこまでは言いきれないということで補

償対象とすることになったものでございます。 

 ３番目の○ですが、審査委員会と異議審査委員会の結論が異なる場合は、異議審査委員
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会の結論が優先ということになっておりますので、補償対象として認定いたしました。 

 なお、異議審査委員会の審議結果とその理由につきましては、審査委員会にもフィード

バックしております。 

 次のイで、補償申請数および補償対象者数の推移でございます。 

 その下の○ですけれども、補償申請期間は原則として１歳から５歳の誕生日までになっ

ておりまして、例えば平成21年生まれの児は、平成26年が終了して、その後、補償申請、

審査などが完了して確定すると、補償対象者数が確定するということになります。 

 そこで、最終的な補償対象者数を今予測するのは時期尚早ではございますが、現時点ま

での補償対象者数に係る状況は以下のとおり推移してきております。 

 ということで、まず、平成21年生まれの児についての申請状況の推移をお示ししたもの

が表６の数字でございます。大体四半期ごとに十数件から二十数件の申請が上がっている

という状況でございます。 

 こういった数字をまとめましたのが、本日お手元にございます資料１の１枚紙でござい

ます。黄色ですとかピンクですとかカラーがついたものでございます。この資料１につき

まして、以前の会議でもお出ししているものと同じ形式ですが、初めてご出席の委員もい

らっしゃいますので、簡単に見方をご説明しますと、まず、一番上の大きな青く囲まれま

した四角のなかに、これは例ですけれども、平成21年１月、制度が開始になったその月に

お生まれになった方の例を取り上げております。 

 まず、左から見ていただきまして、生まれたのが平成21年１月、そこから６カ月は申請

できませんので、待機期間ということになります。そこは白いところです。その後、７月、

８月がブルーになっておりまして、これが診断期間。これは診断書を書いていただいたり、

それから書類を完全に準備するためにそこそこ時間がかかりますので、２カ月ぐらい時間

を取っております。その後、黄色いところですが、申請可能期間が始まるということでご

ざいます。それから、次に、ピンクのところは今後まだ申請可能な期間を示しております。

そういう意味で、黄色とピンク併せたところが申請可能な期間ということになります。そ

して５歳の誕生日が過ぎますと、平成26年１月から申請不可になるということでございま

す。これが例えば平成21年１月生まれのお子さんの申請のこれまでと、それから今後の流

れになるということでございます。これを次の月の２月生まれ、３月生まれということで

ずっと並べて書いたものが下の表でございます。 

 そして、各申請可能期間ですでに過ぎた黄色のところ、あるいは診断期間のブルーのと
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ころがありますが、その期間内に申請された件数をそれぞれのマスに埋めたというものが、

その下の少し複雑に見える図でございます。 

 そして、この黄色いマスのところが、全部で198マスありまして、そこでブルーのところ

の件数も少しありますので、それも含めて139件の申請が出ておりますので、その数字を単

純にピンクのところまで全部引き直せば、単純計算で一番右下の数字ですが440ぐらいの数

にはなるということですが、脳性麻痺の診断の時期というのはそんなに一定していたり直

線的には進まないと思いますので、これは単純計算ではそういう数字になるという、本当

にご参考中のご参考のような数字です。このように見ていった表でございます。 

 そしてもとの資料に戻っていただきまして、もとの資料の７ページの表６のところまで

説明いたしましたので、その次の表６の下の・ですけれども、補償申請には将来の実用的

な歩行の可能性等の診断を要するため、脳性麻痺の型や程度によっては早期の診断が困難

な場合もあります。そこで、生後３歳前後に診断が可能となる児もいるということを考慮

しますと、今後も申請が増加すると見込まれます。補償対象者数はおおむね制度設計時の

推計値、これが500～800ぐらいで最大収まるだろうという考え方でございますが、そこで

その範囲内で推移しているものと考えております。 

 そしてその一番下の・ですが、なお、これまでに認定された児の障害程度を見ますと、

大半が身体障害者障害程度等級の１級相当でございます。今後、２級相当、それから２級

と３級のぎりぎりの２級、こういった事例についても診断が行われて申請が行われるもの

と見込まれております。 

 続きまして、８ページに移っております。 

 それでは、次に、平成22年生まれのお子さんについてご説明させていただきます。平成

22年生まれのお子さんについて、その下の・ですけれども、22年分につきましては前年の

同時期、平成21年生まれの児と比べて補償対象者数はやや少ない水準で推移しております

けれども、しかし、書類の申請件数は21年生まれの児と同水準で推移しております。した

がって、今後の補償申請も同程度来るものと考えております。 

 それから、その下の○印が３つございます。この３つの○が診断の協力依頼の取り組み

をご説明するものです。 

 １つ目の○ですけれども、情報が十分でないことにより補償申請が行われないというよ

うなことがないように、関係者への周知に努めております。 

 ２つ目の○ですが、具体的には、小児神経学会ですとか、リハビリテーション医学会で
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すとか、そういう関係団体と連携した周知を行っております。特に、今年の５月26～28日

に開催されました小児神経学会総会では、学会と私ども日本医療機能評価機構でイブニン

グセミナーを共催いたしまして、診断上の留意点、補償審査の状況等について報告すると

ともに、申請に係る協力の依頼を行っております。 

 ３つ目の○は、今後も両学会を中心に診断医への周知を進めるということと、それから

申請が増加することが考えられますので、その体制整備にも努めていくということでござ

います。 

 それから今度はウでございます。審査結果への対応の状況でございます。どのぐらい時

間がかかっているかというようなことをご説明しております。 

 黒い太い括弧で【補償対象の認定と審査結果の通知】でございますが、そのすぐ下の○

にありますように、約款上、原則として90日以内に審査結果を通知することになっており

ますが、現在のところ、おおむね20日から40日程度で通知しております。早い対応ができ

ているものと考えております。 

 それから補償対象外事案への対応。９ページに移っていただきまして、補償対象外とし

た事案につきましては、補償請求者、分娩機関に対して、文書と口頭でその理由の説明な

どを行っております。 

 それから(2)です。診断協力医制度の運営状況でございます。 

 １つ目の○ですけれども、補償請求者、ですからお父さんやお母さんなどのご家族です

が、その利便性の向上に資するように、関係団体の協力を得て診断協力医の募集を行って

おります。本年３月には、初年度、平成21年度に登録した協力医の登録更新の時期を迎え

ておりまして、結果、大半の協力医に登録を更新していただいております。６月末現在の

人数が410名です。ホームページで公表しております。 

 次の○ですが、これまで補償申請が行われた事案のうち、約70％の診断書は診断協力医

により作成されております。したがって、こういう制度をつくることが利便性に寄与して

いるものと考えております。今後も協力医の募集や協力医へのいろいろな情報提供につき

ましては、継続的に取り組んでまいります。 

 ３つ目の○ですが、先ほど申しました小児神経学会総会でイブニングセミナーを私ども

日本医療機能評価機構も共催させていただきまして、診断上の留意点や補償審査の状況等

を報告いたしまして、診断協力医への登録依頼も行ったところでございます。 

 今後もそういう協力依頼を進めていくということが次の○でございます。 

 12



 次に、(3)ですが、補償金の支払い事務に係る対応状況でございます。今度は支払いの話

です。 

 下の○にありますように、約款では、原則として60日以内に支払うということになって

おります。現在のところ、おおむね10～20日程度で補償金が支払われておりますので、早

い対応ができているものと考えております。 

 (4)ですが、調整に係る対応状況でございます。 

 その下の１つ目の○ですけれども、本制度の補償金は、損害賠償金とこの補償金と重複

して支払われない仕組みになっております。重複して支払われない仕組みになっておりま

すので、分娩機関が重度脳性麻痺につき損害賠償責任を負担するということになりました

ら、補償金と損害賠償金の調整を行うことになっております。 

 ２つ目の○ですけれども、補償対象事案のうち、178件のうち、これまで２件につきまし

て当事者間で示談交渉が成立しまして、分娩機関から児・保護者へ損害賠償金が支払われ

ております。そこで、当事者間の紛争結果に基づいて補償金と損害賠償金の調整をしてい

るという実績でございます。以上です。 

○上田委員長 ただいまの説明につきましてご質問・ご意見などございましたらよろしく

お願いいたします。いかがでしょうか。飯田委員。 

○飯田委員 大分時間がたったので、私が覚えていないだけかもしれませんが、補償の対

象をどういう基準でやっているのか、もう１回確認したいのですが、７ページのところで、

「無関係に発生したとは言い切れない」という表現を使っていますが、これは表現が非常

に重要で、有罪か無罪かという話だったらはっきりしているのですけれども、この補償の

場合はどこまで補償するかということです。それは決めごとだからどこに決めたというこ

とでいいのですけれども、「関係ある」、「関係あると推測される」、「関係あるとは言

えない」、「関係ないとは言えない」、「関係ないと推測する」、「関係ない」と、こう

６種類あります。そうすると「無関係に発生したとは言い切れない」と言うと、医学的に

は無関係という表現はなかなかきつい表現で、法的にこれを言っているのならいいのです

が、法律家と我々医療従事者とは表現の仕方が違うので、こういう断定的に言うというこ

とはほとんどないのです。この補償の対象をどこでやるかということを明らかにしていな

いと、今後、問題になりかねません。今は症例数が少ないからいいと思いますが、大きな

問題になりますので、これの表現を厳密にしておいてほしいと思います。 

○後理事 ただいまの補償対象がどういう範囲なのだというご質問につきましては、これ
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は約款で規定をしております。簡単に申しますと、週数ですとか体重ですとかが１つ決ま

っておりますが、特に今のご質問に関係する部分は、補償対象としない場合も規定してい

るということでございます。そしてそのなかで、補償対象として認定しません、という項

目のなかに、「児の新生児期の要因」という文言がございます。「児の新生児期の要因」

と書いてあるということでございます。 

 異議審査委員会で審議されました事例は、分娩の後、呼吸が停止した、という事例でし

たので、それが「児の新生児期の要因」に当たるのかどうなのかということが議論された

ということでございます。 

○飯田委員 ですから、そこを明確に言っていただかないと、「無関係とは言えない」と

いう表現だと、これはあいまいなのでわからないということです。そういうことをはっき

り明記してほしいのです。どういう判断基準でそうしたかということを。 

○後理事 約款の文言上書ける文言というのは、約款をつくったときは今申しましたとお

りです。今後どこまで詳しく書けるかということは、これからも考えていきたいと思いま

す。 

 それから、実際に行われましたのは、この資料にもございますように、分娩後の呼吸停

止というのが、それが約款に定めます「新生児期の要因」に当たって、そしてそのことに

よって脳性麻痺が起きたのかどうなのか、ということでございます。 

 それが多くの専門家が見てそうだろう、明らかだ、とこう言えるかどうかについて議論

したわけですが、明らかだとまでは言えないという結論にまとまったということでござい

ます。全く明示的な文言で私もしゃべっているわけではないので、ご質問に100％お答えし

ていないかもしれませんが、現状は以上のようなことでございまして、また今後も研究し

たいと思います。 

○飯田委員 ですから、内容がおかしいと言っているのではなくて、これは文面を読んだ

だけではわからないので、そういうことをはっきり言っていただかないと判断できないと

いうことです。決定したこと自体は、その手順も間違いないし、内容もいいと思うのです

が、こうこうこういうことでやったということじゃないと、単に「無関係に発生したとは

言えない」という表現だとわからないということです。 

○後理事 これは補足でございますけれども、恐らく、こういう非常にぎりぎりの事例が

これからも出てくることになると思いますので、私ども運営組織のなかでもいろいろな事

例の蓄積が、経験が積み重なっていくと思います。診断をされる先生にとりましては、ど
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ういうものが補償対象になる、ならないは、より明確であるほうが診断書を書く負担も少

なくてすみますので、どのような事例がどのぐらいあると、どういう情報については今以

上の情報を提供できる、という段階になりましたら、そういった情報も診断協力医、ある

いは公表の資料としてお知らせしていきたいと考えております。 

○近藤委員 さっきの議論ですけれども、恐らく、最後は明快に割り切れないところもあ

るんだと思いますが、そのときは保護者、あるいは子どもに対して有利に取り扱うという

ことに、わからないときにはそういうふうな判断結果になるんだろうと思います。 

 それから、７ページの一番最後ですが、この４～６月、数が減っていますけれども、こ

れは震災か何かの影響があるという感じですか。それはわからないですか。 

○後理事 東北のなかでも震災被災地というのはそのなかの一地域ですが、東北全体で見

ますと、多少申請の件数が減っているんじゃないかなという傾向は見られますが、しかし

断定的にそうとも言えませんので、次の月以降も見ていきたいというところでございます。 

○上田委員長 そのほかございませんでしょうか。 

○鴨下委員 診断協力医410人の専門性の内訳はおわかりになりますか。それから全国分布

といいましょうか、それがわかれば。 

○事務局（今野リーダー） 事務局のほうから答えさせていただきます。 

 診断協力医は、今、410名ですけれども、その内訳としましては、小児神経専門医が大体

300名弱、260～270名です。残りが、15条の指定医は、身体障害者障害程度等級を認定をす

る医師が大体150名ぐらい。それから全国分布は、今、ちょっと一概には言えないんですけ

れども、一応制度のホームページに全部都道府県別に検索できるように公表してございま

す。東京とか大都市は確かにものすごく人数がいるんですけれども、１つの県で２～３名

というところも３～４県はあるところでして、その辺のところは補償請求者の利便性とい

う意味では少し問題があるので、集中的に少し募集をかけていきたいというふうに思って

いるところです。以上です。 

○上田委員長 そのほかいかがでしょうか。保高委員。 

○保高委員 分娩機関の賠償金と制度の補償金と調整が行われたケースが２件ありますけ

れども、事細かに伺おうとは思いませんけれども、どういう考え方でどういうふうに按分

調整を行うんですか。 

○事務局（今野リーダー） ご説明をいたします。 

 一応、本制度をつくるときに、いわゆる昔からあった医療機関の賠償の考え方には大き
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な影響を与えないようにということがありまして、この補償のほうは約款に基づいてまず

補償という判定をしていきます。それから、そこに過失があったかなかったかというのは

また別の次元で、いわゆる賠償のほうで当該医療機関と患者さんとの間で話し合いがなさ

れることがあると思うんですけれども、そこで賠償責任があるというふうに決まった場合

は、本制度は結果的に無過失補償ということを目指していますので、過失がある部分につ

いては、補償金をお支払いするのはおかしいという考え方になっています。 

 そうしますと、この２件につきましては、要するに、この制度からの支払いを一応ゼロ

にして、損害賠償額の全額を賠償のほうで、いわゆる医療機関としては今までと同じよう

な賠償額を賠償していただくと、そういうような形になります。 

○保高委員 そうすると、ある一定割合で按分したということではなくて全く出さなかっ

たということですね。 

○事務局（今野リーダー） はい。そうです。 

 補足しておきますと、余り細かく入っていきますと、賠償額が幾らだったとかそういう

話になっていくので、ちょっと言葉が難しいんですけれども、いわゆる本制度では3,000万

まで補償することになっていますので、3,000万を超えるような賠償であれば、本制度から

はもう一切払いがなくなるんですけれども、例えば仮に2,000万とか1,500万の賠償だとか

いう小額になりますと、本制度では3,000万まで権利を持っていたので、その分までは払わ

れるということはあり得ると思います。 

○上田委員長 よろしいでしょうか。そのほかいかがでしょうか。 

○勝村委員 今のその調整の件なんですけれども、それはこういう示談があったりとか、

提訴されているとか、例えばそういうことの結果についても、3,000万を超えて賠償された、

されなかったというのは、どのような形で把握されているんでしょうか。 

○事務局（今野リーダー） これは分娩機関に報告義務を課してございまして、それは本

制度に加入するときから加入規約というのを決めております。そのなかで、そういう事例

が起こったらまず報告してくださいという報告義務を課していまして、それからそういう

示談とかそういうことが決まった場合はその金額をご報告していただいて、こちらはその

金額に基づいて、じゃあ今回の支払いはこうこうこうしてくださいというご連絡をしてい

くという流れになってございます。一応、今までのところ、分娩機関からきちっとご報告

をいただいていまして、それに沿ってやっているということでございます。 

○勝村委員 分娩機関からきちっと報告が出されているということはどうやってわかるん
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ですか。 

○事務局（今野リーダー） もちろん、100％かどうかというのはなかなか追求はしずらい

んですけれども、私どもは分娩機関ともたびたびやりとりをする機会があります。それか

ら、補償請求者である患者さんのご家族の方とも、分割金の支払いとかそういうような機

会が毎年ありますので、そういうときにどうですかということは確認をするようにしてご

ざいます。その辺が両方合わさっていろいろなってしまえば、最後までわからないという

ことはあり得るんですけれども、それはないようにというふうに思ってございます。 

○勝村委員 ここで示談が２件と書いていますけれども、ここで言う示談というのはどう

いう示談なのかとか、そういうことは報告してもらうことになっているというお話でした

けれども、実際、示談というものはどういうものを示談と呼んでいるのですか。示談では

なくて、まず、最初に、提訴があればもう示談とは呼ばないのかとか、提訴後の和解のよ

うなものもあるかもしれないけれどそれはどう扱うのかとか、どういうものが把握されて

いて、ほかに示談には至っていないけれども提訴があった段階で報告ということになって

いて報告されているものとかがもしあるならば、状況の報告を義務にしていて、実際、ど

ういう報告が今の現状でされているのかということを教えていただければと思います。 

○事務局（今野リーダー） まず、今、示談というふうにここで２件について書いていま

すのは、これは裁判外でして、当事者間でお話をされて、それで決着をしたというもので

ございます。 

 それから、今、正確な件数はこの時点では公表は差し控えたいんですけれども、そのほ

かに示談中のもの、それからあとは裁判で提訴するような場合もそういうことを全部連絡

していただきますので、そういう事例もあるというふうに私どもは把握してございます。 

 それでまた進展があれば、また報告をいただいて、それに沿ってこちらとしては事務的

な対応をしてまいるということです。 

○勝村委員 詳しい具体的なことについてはこの場に出しにくいということだと思うんで

すけれども、何らかの情報、例えば、どの時期に出ているとか、どういう傾向があるとか、

何かそういう把握されている数字などで特徴的なこととかについては、必要な情報がある

のではないかなと思うんですが、何が増えている、減っている、いつごろから、最初の１

件目はいつごろだったとか、事故からどれぐらいの時間が経ってそういうことが起こって

いるとか、何かそういうことについて、今、少しお話しいただける範囲で、非常に最初の

段階で関心をもって知っておくべきことではないかと思うのですけれども。 
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 また、実際に示談した方が原因分析とか再発防止のこの制度のやり方に関してどのよう

な意見を持っておられるのかとかということなども、この制度自体に関してどういう意見

を持っておられるのかということもどうなのかなと、というようなことについても、無理

のない範囲でもう少し情報がいただけるなら、教えていただければと思うんですけれども。 

○後理事 今、申し上げられるのは、今、事務局から申し上げたぐらいの情報ではござい

ますが、これもこれから時間がたっていきますと、こういう示談の事例、それから調整の

事例が蓄積されていくと思いますし、そのことによって返還される補償金のそういう決算

的な面の事実も出てまいりますので、そういうことをこの運営委員会でもこれからご報告

したいと思っております。あまり詳細というのはなかなか難しいかと思いますが、今、委

員のご指摘がありましたようなこういう特徴があるとか、だんだんそういうことがわかっ

てまいりましたり、それからご家族がこういう制度を通じてどう思われたかにつきまして

は、後ほどの議題にも出てまいりますけれども、アンケート調査なども考えております。

そういった結果をご報告したいと考えております。 

○上田委員長 これでよろしいですか。 

○勝村委員 もう１つお願いします。それで、ここに関しては、前回のこの運営委員会で

もちょっと発言させていただいたんですけれども、調整委員会の役割についてです。事務

局のなかだけではコンセンサスがなされているのかもしれないですけれども、じゃあどう

いう役割なのかがきちんとわかりにくい面があって、この調整委員会というものが早々に

つくられているけれども、調整の議論のなかに絡んできていないような面もあったりして、

今、どこまで個々の調整の中身の情報を具体的に出せるのかとか、そういうことはちょっ

と置いておくにしても、この調整委員会が本制度全体にフィードバックするべき情報や提

言を持つ可能性は起こり得ると思うので、だんだんとその調整委員会というものがどうい

う役割でどういう形で運営されていくのかというのは非常に大切なことだ思うんですね。

にもかかわらず調整委員会が開かれていないということがちょっと気になっているんです

けれども、そのあたりはどんな感じなんでしょうか。 

○後理事 まず、調整委員会のそのつくりですとか、その仕事の内容でございますが、こ

れはもともと準備委員会のころからの議論もございまして、そして調整委員会が全く存在

がないときには、この運営委員会でも資料をご提出しまして、形を具体化してきておりま

す。それに基づきまして前回の会議でもご意見がございましたように、原因分析委員会で

どうしてもこれは重大な過失があるというふうに考えられる、思料されるという事例につ
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いて法的な確認を行うような委員会だと、伝家の宝刀のような委員会だというご意見があ

りましたが、まさにそのような形で今までこちらの場でも議論していただいております。

それに基づいて、あとは事例が発生すれば開催するということを考えておりますが、該当

事例が今のところない状況だということでございます。 

○上田委員長 勝村委員、この件については前回もやりとりがありまして、主な意見で整

理させていただいています。また同じような説明をさせていただいておりますが、この件、

よろしいですか。 

○勝村委員 調整委員会は、重大な問題を含むケースがあったと原因分析委員会が判断し

たときに開くのだというご説明ですよね。それはそれでいいんですけれども、重ねて前回

の意見なんですけれども、私の要望としては、調整委員会は非公開で行われるんですよね。

だから、もう少し可能な範囲で、この調整に関する状況を運営委員会よりも詳細に具体的

に報告をされて、やっぱりその調整委員会の役割なり調整委員会のなかでの、調整委員会

の委員の人たちに事務方が何らかの情報提供なりレクチャーなりを調整委員会の委員にさ

れるような機会というのも一定定期的に持つべきなんじゃないかと思いますので、前回と

同じ主旨の発言かもしれないですけれども、重ねて要望しておきたいと思います。 

○後理事 私ども、会議が開かれない間、調整委員会の委員の先生がこの制度の動向を全

くわからないと、情報を入手していないという状況がないように、定期的に制度の動向に

ついて情報提供はしております。また、その内容を詳しくすることについては、これから

も検討していきたいと思います。 

○上田委員長 そのほかございますでしょうか。いかがでしょうか。 

○大濱委員 ３ページのところからお話をさせていただきたいのですが、この制度が導入

されて、予想外といいますか、非常にスムーズに導入され、運営されていると思います。

しかし、なお９つの分娩機関がまだここに入っていないというのがありますけれども、こ

れは現在分娩を取り扱っていないところなのか、多くの分娩数を扱っていながら、なおか

つこの会に入っていらっしゃらないのかどうか、それをちょっとお知らせいただきたいと

思います。 

○山田部長 私のほうからお答えいたします。９分娩機関につきましては、分娩を取り扱

っていらっしゃいます。前回も申し上げたんですが、現在も産婦人科医会、あるいは助産

師会にお願いいたしまして、個別に加入の意思確認を行っております。その結果、今後の

状況を見て判断したいということでございます。私どもも引き続き関係団体の協力の下で、
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全分娩機関の加入を目指して働きかけていきたいと考えております。 

○大濱委員 非常に多くの医療機関が保険料といいますか、お金の徴収の問題から、報告

書の問題まで、いろいろな問題がある中で協力していただいていると思うのですが、この

運営委員会はじめ、いろいろな委員会で改善点が議論されていますが、現場の医療機関で

対応している人たちからのこの制度、あるいはこの仕組みに対して、要望あるいは改善が

かなり出ているのでしょうか。それともほとんど出ていないのでしょうか。 

○山田部長 要望に関しましては、全くないというわけではありませんが、今度５年後を

目途に見直しをするということになっておりますので、そういう意見につきましては取り

入れるか取り入れないかは別にいたしまして、議論していくということになろうかと思っ

ております。 

○大濱委員 ありがとうございました。 

○上田委員長 そうしましたら、またいろいろご意見などあると思いますが、最後にその

他がございますので、そのときでもご発言いただきたいと思います。 

 次に、議題４の原因分析の実施状況等について、まず事務局から説明をいたします。 

 

 ４）原因分析の実施状況等について 

○後理事 続きまして、10ページでございます。10ページの4)原因分析の実施状況等につ

いてでございます。 

 (1)原因分析報告書審議の状況について、まずご説明いたします。 

 その下の○にありますように、昨年２月開催の12回の原因分析委員会から実際に原因分

析を開始いたしました。そして本年６月開催の26回の原因分析委員会までの審議結果の累

計を表７、そのページの大きな表ですが、まとめております。 

 なお、３月に予定しておりました委員会は震災の影響で中止となっております。 

 そして、まず、この表を見ていただきまして、一番上から２つ目の行なんですが、第12

回から第20回というところが、これが前回の12月のこの会議の資料で出ていた部分でござ

います。そこに承認の事例が０件であったというのが、前回のご意見のところでご紹介し

た指摘事項ということになります。 

 それから、縦の列を見ていただきますと、一番左が委員会と開催日、次が審議件数、そ

れから審議結果が４区分ございまして、その区分の内容は、下の点線の囲みにも書いてお

りますが、承認と、それから条件付承認で、委員長預かりになるというようなものです。
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それから３つ目が再審議です。これは部会で再審議するものです。そして４番目が保留と

いうことで、審議未了、時間切れのときは保留になります。こういう区分になっておりま

す。 

 そして合計の欄ですけれども、審議件数がこれまで56件になります。それから、最近こ

の承認事例が出始めまして、直近の会議では７件ありました。トータルで18件になってお

ります。条件付承認が最も多くて、36件。再審議が２件。保留が０という状況でございま

す。 

 次の11ページに行っていただきまして、一番上の○ですが、審議結果のうち、「承認」

と「条件付承認」になった54件は、速やかにそれを修正など処理しまして、順次、当該分

娩機関及び保護者に送付しております。 

 (2)の原因分析報告書の公表でございますが、１つ目の○にありますが、報告書は分娩機

関と保護者に送付するとともに、個人情報等に十分配慮したうえで公表することにしてお

ります。この公表は要約版を公表することにしております。これまでに43事例の報告書の

要約版をホームページに掲載しております。それから、個人情報、あるいは個別医療機関

情報など、マスキングした全文版につきましては、39件の開示請求があって、請求者すべ

てに開示を行っております。 

 次の○ですが、なお、要約版については、産科医療関係者がより簡単に閲覧できるよう、

妊産婦登録を行う専用ｗｅｂシステムの画面からもそれにたどり着けるように掲載してい

るということでございます。 

 (3)同一分娩機関における２事案目の対応についてでございます。 

 その下の○にありますように、同一分娩機関における２事案目、今後は複数事案と、３

事案、４事案となることもあろうかと思います。その対応について原因分析委員会で審議

されまして、以下のとおり決定しております。 

 まず、アですけれども、対応を行う場合を決めております。 

 その下の○にありますように、まず、背景としまして、分娩件数が多いとか、あるいは

緊急母体搬送の受け入れが多いという分娩機関では、それほど低くない確率で２事案目、

あるいは今後長く制度が続きますと複数事案目が発生し得るということでございます。ま

た、偶然連続するということもあり得ます。 

 しかしながら、下の囲みのようなケースについては、産科医療の質の向上の観点から原

因分析委員会として対応するということが決められました。 
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 点線の中身ですけれども、２事案目の原因分析を行った結果、１事案目の原因分析報告

書で指摘した事項等について、ほとんど改善が見られない、もしくは１事案目の報告書受

領前の分娩事案、つまり、報告書がまだ届いていないけれども、同じような事例の発生が

繰り返されるおそれがあると原因分析委員会が判断した場合は、その医療機関に対応する

ということでございます。 

 それから、12ページですけれども、具体的な対応の内容をお示ししております。 

 具体的対応の下の１つ目の○ですが、原因分析委員会にて審議の結果、対応が必要であ

ると判断した場合は、原因分析委員会と運営組織の連名で別紙を作成しまして、分娩機関

に送付する原因分析報告書に添付いたします。そしてその内容としては、２事案目、ある

いは３事案目、４事案目であれば、その複数事案目であることを自覚してもらうというこ

とともに一層の改善を求めるということにしまして、そして次の○ですが、また、半年後

をめどに、改善事項等に関してその後の取り組み状況について報告を求める。分娩機関に

報告を求めるということでございます。そういう内容の対応をするということでございま

す。 

 次に、(4)でございますが、原因分析に関するアンケートについて、アンケートを予定し

ているという内容でございます。 

 その下の○にありますように、アンケートについて、原因分析委員会で以下のとおり決

定しております。これは本日の資料の資料２と資料３がアンケートの質問項目になってお

りますので、併せてお手元に置いていただいてごらんいただければと思います。 

 まず、本体資料のアンケートの目的にありますように、このアンケートの目的ですが、

報告書が、保護者や分娩機関にとってわかりやすいか、あるいは相互理解に役立っている

かということをアンケート調査をして、今後の原因分析の改善に生かすというものでござ

います。 

 簡単に資料２を見ていただきますと、資料２が保護者用のアンケートの書式になってお

ります。無記名になっております。１枚めくっていただきますと、１ページ目には、一番

はじめのところには、回答日ですとか、回答者が父親、母親、その他であるとか、子ども

を出産した分娩機関種別であるとか、一定の性質はわかるようにしております。恐らく、

おおよそどのぐらいのころの事例の報告書を見たアンケートなんだというようなことぐら

いはわかるようにしておりますが、保護者にたどり着くような、そういう聞き方はしない

格好になっております。 
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 そして１ページの問１から始まりますけれども、報告書の内容の理解を聞いていたり、

あるいはそれが届くまでの時間が長いか短いか、そういうことを聞いたり、２ページ目で

は、保護者に向けた原因分析報告書に同封する用語集のわかりやすさなどを聞いておりま

す。 

 次に、３ページ目ですが、「家族からの疑問・質問に対する回答」の理解度などを聞い

ております。 

 ４ページ目は、報告書を読んで脳性麻痺の原因の認識がどう変化したかという変化の有

無を聞いております。それから、また、分娩機関との対話があったかどうかというような

ことを聞いております。 

 ５ページ目は、報告書を見て保護者として気持ちに変化がどうあったかというような内

容、あるいは原因分析があってよかったかどうかというような内容を聞いているというも

のでございます。 

 資料３が、分娩機関用のアンケートの調査票になっております。これも同様に無記名式

になっております。 

 めくっていただきまして１ページ目は、分娩機関の多少の属性がわかるようになってお

ります。病院、診療所、助産所ですとか、救急指定だとか、そういうところを選べるよう

になっております。 

 それから、同じ１ページ目の問１から質問が始まりますが、報告書が届くまでの時間で

すとか、報告書の納得度について伺っております。 

 ２ページ目が、脳性麻痺の原因の認識の相違があったかどうかということを聞いており

ます。それから、家族との対話をしたかどうかということが書いてあります。 

 ３ページ目が、家族との関係の変化があったかどうか。それから原因分析があってよか

ったかどうかというようなことを問うております。 

 ４ページ目が、報告書の活用についてです。どういう活用をしたかというようなことを

質問させていただいております。 

 最終５ページですけれども、報告書の記載事項へその後どう対応したかというようなこ

とを質問していると、こういう内容になっております。 

 そして資料本体に戻っていただきまして、同じ12ページですけれども、中ほどイの実施

時期のところですが、このアンケートを、７月ですから今月送付しようと考えております。

これは昨年１～12月に原因分析報告書を送付した保護者、それから分娩機関に送付するこ
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とを考えております。 

 その実施時期の２つ目の○にありますように、昨年送付したのは20事例でございます。

20事例に関して今月送付するという予定でございます。 

 ウですが、実施後の対応ですが、１つ目の○にありますように、アンケートの集計結果

につきましては、まず、原因分析委員会で整理して、それから必要に応じて改善すべき事

項の検討を行うことを考えております。 

 ２つ目の○ですが、このアンケートは当面３年程度は継続しまして、その後の継続の必

要性があるかどうかは、原因分析委員会で改めて検討するということになっております。 

 最後、13ページの(5)です。事案の増加に対する対応でございます。原因分析の件数の増

加ということへの対応でございます。 

 １つ目の○にございますように、昨年10月から部会のレポーターと呼ばれる執筆者の産

科医の先生ですが、そのレポーターを増員いたしました。そしてその結果、部会での審議

件数は大体１回当たり１件だったものが、最近では２件になりつつあるという状況でござ

います。 

 ２つ目の○ですが、同種事例も今後徐々に増えつつあるということなので、報告書作成

作業の効率化を図るために、これまでの承認事例などをまとめまして「原因分析報告書作

成上の留意点について（仮称）」、そういうものをつくろうと考えて作成中でございます。

こういうことをする趣旨ですけれども、報告書を毎回全くゼロからつくるのではなくて、

類似した過去の事例に倣いまして、論点ですとか記述内容を参考にしていくと、そして効

率化を図っていくという考え方でございます。 

 次の○ですが、当面６つの部会が恒常的に２件審議できる体制を整えることにしており

ます。そしてスピードアップを図っていくということを考えております。 

 一番下の○ですが、今後の状況を見きわめながらではありますけれども、レポーターの

さらなる増員ですとか、それから部会の増員も検討するということにしております。以上

です。 

○上田委員長 ただいまの説明につきまして、ご質問・ご意見ございましたらよろしくお

願いいたします。いかがでしょうか。勝村委員。 

○勝村委員 原因分析委員会の件なんですけれども、報告を今回いただいたこととか、部

会も少し傍聴させてもらう機会があったりとかして、本当にすごく関係の先生方は真摯に

頑張っていただいて、ここまで非常によくまとめていただいているなというふうに本当に
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思っております。 

 それで、何度か準備委員会のころからも私発言させていただいていますけれども、やは

りこの制度が始まる以前から、産科の医療事故について、私の知る範囲では、やはり、ほ

んの一部の同じ医療機関で同じような事故が繰り返されていることをとめることで、もの

すごく産科医療への信頼が厚くなると思うし、僕はこの制度が始まった本当の初期の段階

で、やはり同じような事故が同じ医療機関で起こるということがないようにするというこ

とを達成できることがすごく大事なんじゃないかと言ってきました。また、特に、初期の

段階のこの制度ができるに当たっての大切なことだと思いますので、特に２事案目の対応

についてというところで、こういうふうにしていただいているということに関して、よい

ことだなというふうに思っております。 

 定義も非常に難しかったと思うんですけれども、点線の中の書き方で、まさに私もそう

いう思いでおりますし、本来、こういうふうにガイドラインとか標準医療というのはこう

なので、その因果関係の話とかは別にして、その辺のガイドラインを守ることや標準治療

を知ることはきちっとやってほしいということを言っていくことで、同じ事故が本当にな

くなっていくということが大切で、事故を起こした医療機関にも、ああ、そうだったのか、

ということで変わっていくということが、非常にありがたいことだと思っています。 

 そこでなんですけれども、半年後をめどにということになっていますが、私、再発防止

委員会の委員もさせていただいて、にもかかわらず同じ医療機関で同じような指摘がされ

るようなことが２個３個出てしまうようなことがあれば、再発防止委員という名前の意味

からしても、非常にそれは残念だし遺憾なので、本当にそういう再発が起こらないように、

そういう努力はやっぱりしていかなきゃいけないと思っているんですけれども、半年後を

めどにというのは、２回目が起こったから、「気をつけてください」と言ってから半年後

という意味なんですか。これはなぜ半年後なのですか。 

○後理事 今の勝村委員のご質問は、12ページの一番上の具体的対応の２つ目の○で、

「また、半年後をめどに、改善事項に関し、その後の取組状況について報告を求める」と

いう部分の「半年後」が、どうして半年後かというご質問でございます。 

 この半年後は、２事案目ですという別紙をお送りしてから半年後ということを考えてお

ります。といいますのは、別紙の内容次第にはなりますけれども、その医療機関で体制を

改めてつくり直さないといけないとかということもあろうかと思いますので、いわば対策

に少し時間がかかるものもあろうと思います。そしてそれを取った後、それが定着するま
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での時間なども考えまして、半年ぐらいの時間を見ているということでございます。余り

厳密な時間というわけではございません。 

○勝村委員 遅くとも半年後までにというような形になっているわけですか。 

○後理事 この辺はあまり厳密には考えていないので、そうであるとかそうでないという

ようなお答えはよくないのかもしれませんが、大体私どもは半年後にお答えが返ってくる

ように事務手続きも進めていくという考えでおります。 

○勝村委員 ありがとうございます。やはりどんな形であれ、１つ起こってしまったこと

を生かしてもらえるということは、保護者の側からしても非常に信頼につなると思うので、

ぜひそうなっていないというふうになることだけは避けたいと思うので、同じことが同じ

医療機関で２回起こるということは避けてほしいと思うんですけれども、これはすでに現

に起こっているのかどうかと、起こっているとしたらその１回目と２回目の間隔がどれぐ

らいだったのかというのは、どんな感じなんでしょうか。 

○事務局（原リーダー） 事務局のほうからお答えをさせていただきます。 

 まず、今回の事案につきましては、１つ目の報告書が到着する前に２つ目の事案が発生

しております。よって、２つ目の事案が発生したときには、まだ１事案目の報告書は先方

には届いていないという状況でございました。 

 １事案目と２事案目の間隔については、今手元に資料がありませんが、数カ月だったか

と思います。よろしいでしょうか。 

○後理事 そういうものが１件あったということです。 

○上田委員長 そのほかよろしいですか。ほかの先生方いかがでしょうか。よろしいでし

ょうか。 

○飯田委員 アンケートの件でよろしいですか。家族、それから分娩機関に同じようなア

ンケートを送付して比較することはよろしいと思います。ただ、構造に問題があるので指

摘したいのです。保護者用の２ページです。問３(5)覚えてない、これは利用したかしない

かを聞いているので、(5)は不適切なのでやめたほうがいいと思います。もしこれだとすれ

ば、(3)(4)で選んだなかに下に多分それはあるかもしれませんけれども、全然構造が違う

のを入れても意味がないと思います。 

○上田委員長 もう１度すみません。保護者用ですね。問３。 

○後理事 「医学用語の解説」についてお伺いします、の問いの部分です。 

○飯田委員 問３(5)。これは不適切です。この設問は。利用したかしないかを聞いている
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のに、こういう設問はあり得ないので、これは下の(3)と(4)と答えた方はこういう答えが

出るかもしれませんが、これはおかしいと思います。 

 それから４ページ、同じことが言えます。問７、問８、両方とも(5)、これは不適切です。 

 医療機関用を見ると、問７、問８に対応するのが問３、問４になっておりまして、(1)～

(4)の4項目で終わっておりますので、それは適切です。保護者用も同じようにするべきだ

と思います。以上でございます。 

○後理事 今のご意見を参考にいたしまして検討したうえで。まだ送付しておりませんの

で、修正を検討してから送付したいと思っております。 

○上田委員長 ありがとうございました。そのほかいかがでしょうか。 

 そうしましたら、次に、議事第５番目の再発防止の検討状況等について、まず事務局か

ら説明をお願いします。 

 

 ５）再発防止の検討状況等について 

○後理事 続きまして、14ページでございます。14ページ、再発防止の検討状況につきま

してご説明申し上げます。 

 5)再発防止の検討状況等についての下の１つ目の○ですけれども、原因分析されました

個々の事例の情報をもとに、再発防止策を審議する再発防止委員会を本年６月までに８回

開催しております。 

 一番下にイメージ図を掲載しておりますけれども、これが今申しました個々の事例につ

いては原因分析委員会が対応して、その報告書が積み重なって複数の事例になりまして、

それに対して再発防止委員会で検討していくという、そういう役割を絵にしたものでござ

います。 

 それから２つ目の○ですけれども、平成22年に報告書を公表したものが15件ございます。

先ほど、原因分析のところで20件という数が出ましたが、あれは報告書を送付した件数で

して、公表したものは15件です。この公表した15事例をもとに、情報を体系的に整理・蓄

積しまして、数量的・疫学的な集計、数の集計を行ったり、それから４つのテーマ、４つ

のテーマと申しますのはかぎ括弧にありますように、「分娩中の胎児心拍数聴取につい

て」、それから「新生児蘇生」ですとか、「子宮収縮薬」、「臍帯脱出」、こういったテ

ーマを選定しまして分析を行っております。 

 ３つ目の○ですが、このテーマについては、脳性麻痺発症の再発防止に関するテーマも
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ありますが、産科医療の質の向上に寄与するテーマも選択しております。 

 そして４つ目の○ですが、これらを取りまとめた第１回の再発防止の報告書を来月８月

に公表する予定にしております。 

 公表にあたりましては、記者会見を実施しまして、この報告書については分娩機関、関

係学会、行政機関等に提供するとともに、制度のホームページにも掲載いたしまして、広

く周知することを考えております。 

 本日、お手元にあります少し厚い参考資料が、この再発防止の報告書の案でございます。

まだ、この原稿の後、委員会でもいろいろご意見をいただいておりますので、そこをまた

修正することにしております。 

 簡単にそのつくりだけ申しますと、報告書の最初１ページには私ども評価機構の理事長

の挨拶。 

 ２ページ目が、再発防止委員会の委員長のこの会議の委員でもいらっしゃいます池ノ上

先生のご挨拶でございます。 

 ３ページ目が、再発防止委員会の委員一覧になっております。 

 ４ページ目からが産科医療補償制度の説明になっております。 

 10ページ目から再発防止について特に説明したページを設けております。 

 そして14ページから、これが第３章になりますが、数量的・疫学的な分析を行っている

ものでございます。15件をもとに分析しているものでございます。 

 34ページからがテーマに沿った分析になります。ここに先ほど申しました胎児心拍数聴

取についてというテーマから始まりまして、４つのテーマを取り上げております。 

 そして81ページが、おわりにということで、事業管理者上田のご挨拶でございます。 

 そして付録といたしまして、84ページからは付録になりますけれども、この制度のその

15例の事例はすべて重度脳性麻痺の事例ですが、その対象になります通常の分娩のデータ

というものがこの制度のなかでは入手ができておりませんけれども、その理解に役立つよ

うに関連する公的なデータ、国が発表しているデータなどを参考として掲載したものでご

ざいます。 

 それから98ページ、あるいは99ページ以降ですけれども、特にテーマ分析をした結果、

再発防止委員会からの提言ということで取り上げられました内容を改めて、特に99ページ

以降こういう１枚の紙にまとめまして、これを勉強会で使っていただくのもいいですし、

それから診療、あるいは分娩をされるところの壁に掲示しておくというようなことでいつ
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も見ていただくようにしていただく使い方でもいいですので、非常に簡単に使えるような

形につくり直しまして掲載しております。このような構成になっております。再発防止に

ついては以上でございます。 

○上田委員長 ただいまの説明につきましてご質問・ご意見ございましたらよろしくお願

いいたします。いかがでしょうか。 

○勝村委員 これは前の再発防止委員会に出たときのものですよね。確認ですけれども、

３章と４章の順番を入れ替えようとか、そういう変更の決定があったわけですよね。ほか

にも幾つかあったと思うんですけれども。確認です。 

○後理事 今の確認事項ですが、再発防止委員会でこの報告書に対してさらに修正のご意

見が出まして、特に今ご指摘がありましたのは、３章の数字編のところと４章の細かいテ

ーマ別の分析のところ、この３章と４章を入れ替えたらどうかというご意見がありまして、

これは検討して修正したうえで公表するという流れで作業しております。 

○上田委員長 そのほか再発防止委員会でのご指摘は整理して、池ノ上委員長のほうで取

りまとめをされておりますので、再発防止委員会の委員にフィードバックいたします。そ

のほかよろしいでしょうか。 

 そうしましたら、次に、議事第６の重度脳性麻痺児の予後に関する医学的調査について、

説明を事務局からいたします。 

 

 ６）重度脳性麻痺児の予後に関する医学的調査について 

○後理事 15ページでございますが、最初に説明させていただきますが、同時に本日の資

料４、このサーモンピンク色の冊子もお手元に置いていただきましてごらんいただければ

と思います。 

 まず、15ページの6)重度脳性麻痺児の予後に関する医学的調査についてでございまして、

１つ目の○です。本制度の補償金支払い方法を年金方式とすることの検討が準備委員会で

課題となっておりました。しかし、データがありませんので、実質的な検討は何もできな

かったと。やるともやらないとも検討できなかったということでございます。そこで、制

度開始後５年以内を目途とした制度の見直しにあたっては、補償金支払い方法が検討課題

の１つとなることが見込まれております。このことを踏まえまして、重度脳性麻痺児の生

存率を明らかにすることを目的として、「重度脳性麻痺児の予後に関する医学的調査」を

平成22年から実施しているものでございます。これがまとまったということです。 
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 次の２つ目の○ですが、前回委員会報告のとおり、この調査の実施にあたりましては、

主任調査者でいらっしゃいます本委員会の小林委員により、東京大学の医学部の倫理委員

会に研究倫理申請を行っていただきまして、昨年８月５日付で承認をいただいております。

これを受けまして、分担調査者、分担調査者は沖縄小児発達センターの當山潤先生、、當

山真弓先生のご夫妻、それから東京大学の豊川智之先生でいらっしゃいますが、分担調査

者の先生方が承認された計画書にのっとって、各調査協力施設で診療録調査を行っていた

だいたり、あるいは厚生労働省の人口動態統計の死亡票を使いまして、死亡が未確認の事

例について、さらにその確認も行ったということで、生存率を明らかにしたものでござい

ます。 

 ３つ目の○ですが、調査の概要は以下のとおりということで、ごく簡単にご説明します。 

 (1)は調査者でありまして、アが主任調査者の小林先生、それからイが分担調査者の當山

先生ご夫妻と豊川先生でいらっしゃいます。 

 (2)が調査対象ですけれども、対象は沖縄県の療育施設で療育が行われた1988年１月１日

から2005年12月31日に出生した脳性麻痺児595名を調査対象としております。 

 (3)ですが、調査結果ですけれども、１つ目の○にありますように、この595名を「全脳

性麻痺児」と名前をつけました。そしてそのうちの本制度の補償対象に準じると、全く一

致ではないんですが、準じると考えられる児が135名おられましたので、これを「重度脳性

麻痺児」という名前にしました。それぞれの生存率を明らかにしております。 

 その結果ですが、一番下の○ですけれども、重度脳性麻痺児の５年生存率は0.947、標準

誤差が括弧のとおりです。20年生存率が0.813ということでありました。 

 続いて16ページに行っていただきまして、また全脳性麻痺児の５年生存率は0.969、20年

生存率は0.873であったということを明らかにした報告書がお手元の資料４でございます。 

 今度は資料４のサーモンピンクの報告書をごらんいただきまして、少し中身をご説明さ

せていただきます。 

 まず、この資料４の１ページ目です。１ページ目から２ページ目は、主任調査者の小林

先生のご挨拶ですとか、あるいは調査協力施設へのお礼、それから調査の内容などの解説

になっております。 

 ３ページ目が、プロジェクトチームの調査者と調査協力施設一覧でございます。調査者

は、先ほど来申し上げているとおりでございます。それから、調査協力施設が沖縄県の療

育施設５施設でございます。 
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 ４ページ目が、産科医療補償制度の説明になっております。 

 ５ページ目が、調査の背景・目的でございまして、年金払い方式を検討するということ

がデータがないためにできなかったことなどが書かれております。 

 ７ページ目からが対象になっておりまして、今申しました1988年から2005年までの事例

が対象ですということが書いてありますとともに、この調査で使っている、古くから言わ

れております脳性麻痺の定義なども示しております。 

 ８ページと９ページが、調査の方向を示しております。大きく分けまして、まず1)は診

療録調査です。診療録調査を先ほど申しました沖縄県の５施設で行ったということでござ

います。調査の打ち切り日を決めておりまして、2008年８月31日の時点で生存しているか

どうかというようなことなどを調査したということでございます。調査項目、カルテから

の調査項目は表１にまとめたとおりでございます。 

 2)の人口動態統計死亡票による死亡確認も行っております。これは診療録調査をいたし

ましても、どうしても生存・死亡の確認ができない事例もございました。それにつきまし

ては、厚労省の人口動態統計の死亡票と突き合わせる作業を行いまして、その突き合わせ

の項目も９ページの上の２行目ぐらいまでに書いてありますが、生年月日や性別ですとか

居住市町村、こういった項目が全部一致しまして、それから当然のことながら死亡票の死

亡年月日が施設の最終受診日の後であると。これは当たり前のことですが、そういう事例

であれば死亡確認するということで、死亡情報が足りない、カルテでは足りない部分をさ

らに埋める作業もいたしました。 

 3)は倫理面の配慮でございます。 

 10ページからが分析した内容でございます。これが13ページまで続きます。10ページの

大きな1)ですが、脳性麻痺の区分は、先ほど申しました「全脳性麻痺児」と「重度脳性麻

痺児」に分けて、それ以外の児ということで、大きく分けて２つの部分に分けております。

そして中ほどの表２が本調査で言う重度脳性麻痺児の基準でございまして、これは本制度

の補償対象基準にできるだけ似せたということでございます。 

 そして2)ですけれども、本調査における重度脳性麻痺の基準と産科医療補償制度の補償

対象基準との関係を示しておりますが、かなりが似ている、できるだけ似た集団にすると

いうことを考えておりますけれども、しかし、どうしても個別審査で行う部分は調査がど

うしても及びませんので、そういうところが入らなかったということですとか、除外基準

に該当する、しない、という難しい判断を、この調査においても審査委員会を開いたわけ
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ではありませんので、そういうところの判断は完全一致とはいかないというようなことが

書いてあります。そういう意味で、準じているという言葉遣いをしております。 

 12ページの3)ですけれども、12ページの3)から分析項目がありまして、まずその下の(1)

にありますように、生存率を調査いたしました。 

 13ページの(2)脳性麻痺の発生数、発生率も調査いたしました。それから(3)が生存して

いる脳性麻痺児の移動や知能の状況について調査しております。 

 14ページからは結果でございます。 

 そして、まず、15ページに生存率のデータを、グラフを掲載しております。上のグラフ

が全脳性麻痺児の生存曲線、下が、これは生まれた年を６年ごとに３つの区分に分けてお

ります。一番古いものが88年からの６年間、それから中ほどと、それから最近の６年間の

３つに区分しまして、生存率を調査しております。この３つの区分で生存曲線に差はなか

ったということでありました。 

 16ページの表３でございますが、これが対象者の性別ですとか、それから移動する機能

のレベル、これは寝返りを指標に見ております。それから知能レベル、それからＧＭＦＣ

Ｓと申しまして、小児の体の運動の程度を示している指標に基づきまして、そのレベルが

１～２のほうがいいんですけれども、１～２と３～５で分けたものでございます。このＧ

ＭＦＣＳにつきましては、巻末にそのものが掲載されておりますので、ご参考にごらんに

なってください。それぞれの特性ごとに見た５年生存率と20年生存率を見たものです。 

 そして、まず、性別ですが、男性・女性で生存率に差はありませんでした。 

 それから移動機能と知能レベルで見ますと、寝返りができないほうが生存率が悪い、言

語理解不可のほうが生存率が低いということで、これは差がありました。それからＧＭＦ

ＣＳにつきましても、より運動が難しいレベル３～５のほうが生存率が低いという結果で

ありました。 

 17ページにあります表は、これは本調査の重度脳性麻痺の基準、体重や週数やいろいろ

ありますけれども、それごとに見た５年生存率と20年生存率でございます。 

 まず、体重と週数は、2,000ｇ以上であったり33週以上、つまり大きかったり成熟してい

る児のほうが生存率は悪いと、低いということで差がございました。 

 身障等級ですが、１～２級のほうが生存率が低いということで差がありました。 

 先天性の要因、新生児期の要因は、それがあると、該当するという事例のほうが生存率

が低いということで、これも差があったという結果でございます。 
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 18ページと19ページですけれども、これが全脳性麻痺児のうち重度脳性麻痺児の生存率

でございます。19ページのグラフにありますように、重度脳性麻痺児が下のほうの線です。

それから、重度脳性麻痺児以外の児が上のほうの線ですが、このように両者の間に差があ

ったと。重度脳性麻痺児のほうが生存率が低い結果でありました。 

 20ページですけれども、20ページは重度脳性麻痺児のなかでも性別を見ております。そ

れが図４ですが、これは統計学的に男女で差はない。男性のほうが下の線なんですけれど

も、統計学的な差はありませんでした。 

 21ページの図５と図６が、まず上のほうの図５が脳性麻痺の発生数です。そして図６が

発生率を示しております。 

 22ページが、生存している脳性麻痺児の移動や知能の状況でございます。生存しておら

れる児を見ますと、かなり重症の方が半分、あるいはそれ以上いらっしゃるという結果で

ございます。 

 23ページには、そういう移動ですとか知能を分類した横地分類を、これも巻末にそのも

のを掲載しておりますが、その横地分類を用いまして、Ａのほうは重い、あるいは１のほ

うが重いということになりまして、大体Ａ・Ｂ・Ｃ、それから１・２・３、これに該当す

るあたりが重症心身障害児になります。Ａー１・２・３、Ｂー１・２・３、Ｃ－１・２・

３あたりが重症心身障害児になりますが、その割合は結構な割合があります。表７で見ま

すと、生存している全脳性麻痺児のＡからＣの１・２・３に該当するのは40％ぐらいいま

す。下の表８で重度の児だけ見ますと、今度は60％ぐらいいるということになります。 

 そして24ページから25ページが考察になっております。何点か申しますと、考察のまず

最初の段落ですけれども、この調査の性質につきましては、一段落目の最後の２行に書い

てありますが、本調査は我が国でも数少ない集団ベースの調査であると。すなわち、沖縄

県そのものの人口をベースにした調査であるというふうに考えられます。 

 といいますのは、沖縄小児発達センターの先生方が八重山ですとか宮古ですとか、そう

いう先島諸島の石垣島、宮古島まで巡回診療に行かれて、そういった地域のデータも把握

できているというものでございます。そのような特徴があるデータが初めて出たというこ

とでございます。 

 ただ、25ページの２つ目の段落にありますけれども、なおから始まる段落ですが、調査

協力施設にたどり着かなかった非常に早期に重症で亡くなる児などにつきましては、対象

として把握できていない可能性もあります。そういう児については別途調査をする必要も
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あると考えられたということでございます。 

 そしてそれ以降は、文献や参考資料になっております。この調査につきましてのご説明

は以上でございます。 

○上田委員長 この調査につきましては、先ほどお話がございましたが、主任研究者とし

て小林委員には大変ご尽力いただいております。先生のほうからも、もしよろしければこ

の報告につきまして何かご説明をいただければと思います。 

○小林委員 今、説明にあったとおりですけれども、この調査は沖縄県の當山医師ご夫妻

ですが、小児科をやっていらっしゃるんですが、當山ご夫妻と、その先輩の医師にあたる

落合医師という方が長らくこういう調査を続けていたので、それで可能になったというこ

とがまずあります。 

 追加の説明ですが、まず、１ページ、私の前書きのところですが、沖縄県で18年間追跡

しまして出生数が31万人です。脳性麻痺児が595名、それから重度脳性麻痺児、この調査の

定義による重度脳性麻痺児が135名で、その135名について予後を詳しく調査した結果、生

存が106名、死亡が17名、不明が12名です。 

 不明の12名が多いように見えますが、この12名についても追えるところまでは追ってい

ます。2008年の打ち切り時点で生死が不明だということで、それより以前の時点で生存の

確認できる期間までは分析に含めています。 

 不明12名については、県外に転居したとか、あるいはまれにですが診療録の生年月日が

正しくない場合、生年月日にその児の生年月日を入力するときに、例えば１日間違えると

その後死亡票との確認ができなくなりますので、そういう可能性があります。かなりの児

は追えているというふうに考えてください。 

 それからあと、88年から2005年までに生まれた児について、2008年時点での打ち切りに

していますので、長い人は20年追えていますが、短い児については３年しか追えていない

というふうになっています。 

 それから16ページですが、ちょっとすみませんが、本日、もう１度見直しをしまして、

16ページの表３の一番上の男性のところの20年生存率の括弧内の標準誤差、ＳＥが0.0025

になっていますが、これは０が１つ多くて、正しくは0.025です。 

 ここで標準誤差の説明をしておいたほうがいいと思うんですが、この調査は沖縄県で18

年間に生まれた児の調査結果から日本全体の児を推計する、日本全体の重度脳性麻痺児の

予後を推計するということを前提にしています。ですので、例えばここに出てきます0.9幾
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つという数字は、この調査対象に関しては間違いなくこの数字ですが、それを日本全国に

当てはめると、やはり誤差が出ます。その幅を言っています。一応、ここは偏差値の考え

方を考えてください。±２ＳＥのなかに95％の確率で含まれます。ですので、正確に言う

と、この推定値にプラスマイナス括弧内の数字を足し算、引き算して、その幅のなかで

95％の確率で確かであるということになります。 

 それで19ページが主要な結論になりますが、19ページに重度脳性麻痺児の生存曲線の図

とそれ以外の児の生存曲線の図がありまして、それからそのページの文章の第２段落のと

ころに主要な結果として、重度脳性麻痺児の５年生存率は0.947、94.7％の児が５年時点で

生存しています。標準誤差は0.019。これは幅をもった言い方にすると、0.909～0.985の間

で、日本全国で推定した場合には生存しているであろうと。それから20年生存率は0.813で、

標準誤差が0.046ですので、0.721～0.905の幅でこのなかにはほぼ必ず入るであろう、95％

の確率で入るであろうということになります。 

 ですので、あくまで沖縄県の児は日本全国の児の1.5％ぐらいですので、どうしてもそう

いう幅は出てしまうということはご留意ください。 

 21ページに行きまして、脳性麻痺児の発生数ですが、沖縄県18年間のほぼ実数の調査で

は、発生率は出生1,000で1.94です。重度脳性麻痺児の出生発生率は、出生1,000で0.44で

す。 

 ただし、これは産科医療補償制度の対象とは少しずれています。補償制度の対象では、

例えば出生体重が2,000ｇ未満、あるいは33週未満でも個別審査で対象にすることになって

いますが、この調査ではそれは対象にしていません。なぜかというと、診療録の調査です

ので、そこまで細かい点をさかのぼって病院関係者や、あるいは家族に調べることができ

ませんので、出生数と体重については2,000ｇ以上・33週以上ということで対象を絞ってい

ます。 

 先ほどの今までの補償申請の記録を見ると、個別審査の児が大体１割ぐらいいますので、

全体の認定の１割ぐらいが個別審査の児ですので、補償制度の対象にあてはめると、0.44

よりも１割増しか、あるいはそれ以上ぐらいの数字になるであろうというふうに推測され

ます。 

 補足は、以上です。 

○上田委員長 先生、どうもありがとうございました。ただいまの後理事、小林委員のご

説明につきまして、皆様からご質問・ご意見ございましたら、よろしくお願いいたします。
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いかがでしょうか。 

○岡井委員長代理 先生、ありがとうございました。先生の今お示しいただいた数字と、

先ほど、事務局のほうでどれぐらい数が出てくるのかというのを計算した数がぴったり一

致しているんですね。1,000に0.44ですから、100万生まれるので440。これは、ピンクのと

ころをその前の数と同じぐらいに出てきてという前提に立って計算しているんですけれど

も、それがぴったり合っているので、その前提が当たっているんじゃないかなと思ってい

る次第です。これは覚悟しなくちゃいけないなと。年間440の原因分析をやらなくちゃいけ

ないなと、思っています。ありがとうございました。 

○上田委員長 ありがとうございました。そのほかいかがでしょうか。よろしいでしょう

か。 

 そうしましたら、次に、第７の議事でございます。制度収支状況について、まず、事務

局より説明をお願いします。 

 

 ７）制度収支状況について 

○山田部長 それでは、17ページをお願いいたします。7)の制度収支状況について説明い

たします。 

 (1)各保険年度の収支状況でございますが、本制度の保険期間は１月から12月までの１年

間となっております。各保険年度における保険料及び保険金、すなわち補償金でございま

すが、状況について説明いたします。 

 下の表でございますが、１の収入保険料および保険金、支払備金の表をごらんください。 

 まず、21年分から報告いたします。 

 ①の収入保険料は、年間の分娩件数105万4,340件×２万9,900円で315億2,476万6,000円

となっております。 

 ②でございますが、平成22年12月末において確定した保険金、いわゆる補償金は、99件

×3,000万で29億7,000万となっております。 

 次に、③でございますが、平成22年12月末における将来の補償金支払いのための支払備

金は、①の収入保険料から②の保険金29億7,000万円と運営組織及び保険会社の事務経費49

億3,560万円を差し引いた、236億1,916万6,000円となっております。 

 次に22年分について報告いたします。 

 ①の収入保険料は積算は省略いたしますが、323億8,304万6,000円で、②の平成22年12月
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末において確定した保険金は２億7,000万円でございます。③の平成22年12月末における支

払備金は285億1,604万6,000円となっております。 

 次に、四角の中の補足でございますけれども、これは前回も申し上げておりますが、本

制度の補償申請期間は児の満５歳の誕生日となっているため、平成21年生まれの児の場合

ですと、満５歳となる平成26年を終えるまで、平成21年保険年度分の補償対象者数および

補償金総額は確定いたしません。そこで、21年の収入保険料は、将来の補償に備えて、保

険会社が支払備金として管理しているということでございます。 

 なお書きのところですけれども、最大800人ということで補償対象者数は一応推計してお

りますが、もし補償原資に剰余が生じた場合は、保険会社から剰余分が運営組織に返還さ

れます。そして、本制度の見直しに向けた利用方法の検討を行うということになっており

ます。 

 次に、18ページをお願いいたします。 

 先ほどの事務経費のうち、22年分について内訳を報告いたします。 

 なお、21年分につきましては、昨年の運営委員会で報告済みでございますので、省略し

ております。 

 ２の事務経費でございます。22年１～12月分でございますが、まず、アの運営組織の経

費でございますけれども、物件費が５億3,800万円、それから人件費が１億4,700万円、法

人税等支払額が２億1,400万円、それで事務経費の合計（Ａ）でございますが、８億9,900

万円となっております。前期の繰越金、21年分から22年分へ繰り越した額でございます。

これが６億2,700万円となっております。それで差し引き、合計の欄でございますが、22年

の保険料から支出した額で、２億7,200万となっております。 

 ※２のところでございますけれども、６億2,700万円の前期繰越金が生じた理由は、※２

に記載しているとおりでございます。 

 次に、保険会社の経費でございますが、物件費が10億8,100万円、それから人件費が６億

5,300万円、それから制度変動リスク対策費が15億9,200万円、合計で33億2,500万円となっ

ております。両方を合わせますと、35億9,700万円ということでございます。 

 下の参考でございますが、産科医療補償制度における保険料に占める事務経費の割合で

ございますけれども、先ほどの35億9,700万円の占める割合は11.1％となっております。 

 19ページをお願いいたします。 

 これは運営組織の決算でございます。22年４月から23年３月までの収支決算ということ
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でございます。表のほうをごらんください。 

 収入の部でございますが、保険事務手数料収入が３億4,900万円。登録事務手数料収入が

5,100万円でございます。その他の収入、これは法人税還付等収入でございます。それが

4,600万円ございまして、当期収入の合計が４億4,600万。前年度から繰り越してきた額が

２億2,100万円で、収入の合計Ｂ欄は、６億6,700万円となっております。 

 それから支出の部でございますけれども、(1)～(7)の内訳は省略させていただきますが、

当期支出合計Ｃ欄６億6,700万円。それで一番下の欄、次期繰越収支差額（Ｂ－Ｃ）を見て

いただきたいと思いますが、収支差は０で収支相償となっております。 

 20ページをお願いいたします。 

 補助金会計でございます。22年度の分でございますが、収入の部が8,700万円。支出の部

が内訳は(1)～(4)でございますが、当期支出合計Ｂ欄は8,700万円で、収支相償となってお

ります。 

 次に、21ページをお願いいたします。 

 これは23年度の収支予算（見込）でございます。23年４月から24年３月までの見込みで

ございます。表のほうをごらんください。 

 収入の部でございますが、保険事務手数料収入７億9,900万円、登録事務手数料収入が

5,000万円。当期収入の合計でございますが、８億4,900万円となっております。前期から

の繰越金は０で、収入の合計は８億4,900万円でございます。 

 支出の部でございますが、(1)～(7)までの内訳は省略させてもらいますが、当期支出合

計（Ｃ）は８億4,900万円で、次期繰越収支差額（Ｂ－Ｃ）でございますが、０となってお

ります。 

 次に、22ページをお願いいたします。 

 これは23年度の補助金会計でございます。収入の部が8,000万円、支出の部も8,000万円

で、収支差額０と見込んでおります。 

 以上でございます。 

○上田委員長 ただいまの説明につきまして、ご質問・ご意見がございましたら、よろし

くお願いいたします。いかがでしょうか。よろしいでしょうか。はい。 

 そうしましたら、最後にありますその他でございます。まず、事務局から説明をお願い

します。 
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 ８）その他 

○後理事 23ページでございます。最終ページでございます。8)その他ですけれども、本

制度の見直しについてのご説明でございます。 

 １つ目の○にございますように、制度創設時の準備委員会の報告書で、遅くとも５年後

をめどに制度の内容について検証し、補償対象者の範囲から始まって幾つかの項目につい

て適宜必要な見直しを行うということで、報告書をまとめております。 

 そして２つ目の○ですが、また、実際の制度運営を通じましても、関係者からも１つ目

の○に書いた幾つかの点、あるいはそれ以外の点について、見直しに向けた意見が出てい

るということでございます。 

 ３つ目の○ですけれども、このような状況を踏まえまして、次回の運営委員会において

見直しに係る検討体制ですとか、スケジュール等についてお示しすることを考えておりま

す。 

 まだ現在のところ決まっておりませんが、その内容は、補償対象の範囲ですとか非常に

微妙な事項も入りますので、先ほどの重度脳性麻痺児の罹患率の1,000対0.44も含めまして、

あるいは偶然の一致で440名という数字もありましたが、本当のところは一体どのぐらいの

件数になるのだということを、これからの制度とそれから新制度の進行に伴う申請の推移

などを見きわめながら考えていくということを、次回の会議でそのスケジュール等につい

てお示ししたいと考えて、今、準備しているところでございます。以上です。 

○上田委員長 はい。ただいまの説明につきまして、ご意見・ご質問等ございましたら、

よろしくお願いします。いかがでしょうか。あるいは、これまでの1)～7)の議事も含めて

何かありますでしょうか。よろしいでしょうか。 

○鈴木委員 調整の事案が２件出てきたということなんですけれども、先ほど、事務局の

ほうから、和解金ないしは示談金が3,000万ぐらいまでの場合には調整しないというような

ニュアンスのことも出たかと思うんですけれども、調整に伴う法的問題点を少し整理して

おいたほうがいいのではないかと思います。 

 当然のことながら、3,000万は無過失補償ですけれども、過失については出さないという

ことではなく、被害者の立場に立って、過失事案に関しても補償したうえで最終的に分娩

機関との間で調整すると、こういうふうになっていたかと思うんですね。法的責任論だけ

を言えば、回避可能性との関係で、早期の帝王切開が可能かどうかと、それによって脳性

麻痺が回避できたかどうかという論点などを考えると、過失責任でも3,000万以下の可能性
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というのは法的にはあり得ることになります。 

 それで、法的責任を追及するのはやっぱり心情的に納得できないという面と、それから

金額的に3,000万では生活できないという両面あると思うんですね。 

 しかし、法的責任にチャレンジしたけれども3,000万の過失責任は取れなかったと。例え

ば2,000万の過失責任しか取れなかったと。そういう場合は、過失責任だからといって一切

出さないということになれば、被害者は2,000万しか結局補償が得られないということにな

って、この無過失補償というのは被害者の立場に立って行われているので、その場合に調

整して2,000万しか出さないというのだと被害者の権利は侵害されるということになってし

まうと思うので、さまざまなこの制度がどういう法的性格を持つのか。それから、損害賠

償責任として損益相殺というんですけれども、過失責任のときに既払い分や将来分が損益

相殺されるのかどうかとか、あるいは過失責任を追及したときに分娩機関が医賠責保険に

入っていなかったとか、あるいは破産になっている事案もあるわけですよね。破産になっ

たときに破産財源に入ってしまいますので、被害者に行かないという問題もあります。 

 そういうことをめぐる法的問題点をちょっとこれから整理をして、どういう調整ルール

にするのかと。3,000万ぐらいだったら調整しないでいいんじゃないかという、そういうあ

いまいなものではうまくいかないものも出てくるだろうというふうに思いますので、ちょ

っとその辺の法的性格の整理を、事務局のほうで一遍していただいたらいかがかというふ

うに思います。 

○後理事 ありがとうございました。今のご意見を踏まえて整理をしたいと思います。 

 それから、今のご指摘に出ました具体事例の仮に2,000万で示談したというときは、制度

からは1,000万円は出ることになります。トータルで3,000万はご家族が受け取っていただ

ける形にはなります。それ以外のいろいろな細かい点はたくさんありますので、その膨大

な内容を整理いたします。 

○鈴木委員 例えば、見舞金で払ったというような場合に、和解条項との関係では、この

制度の既払い分をどういう扱いにするのかということで、非常に神経を使って、見舞金と

かいうような場合もありますので、ちょっと一遍そういうルールを決めておいたほうが。

3,000万で打ちどめだというんだったら、3,000万円を１円超えてもだめなのかという議論

もあり得ると思うので、許容範囲はあると思いますけれども。 

○上田委員長 はい。ありがとうございます。そのほかございますでしょうか。 

 ほかにないようでしたら、事務局から連絡事項があればお願いします。 
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○山田部長 事務局からの連絡事項でございます。次回の開催日につきましては、改めて

ご案内申し上げますので、何とぞよろしくお願い申し上げます。以上でございます。 

 

３．閉会 

○上田委員長 それでは、時間もまいりましたので、これをもちまして第８回産科医療補

償制度運営委員会を終了させていただきます。各位におかれましては、大変お忙しいなか、

まことにありがとうございました。 


